








要旨:小児慢性特定疾患患児・家族の在宅支援を目ざして、当保健所では、保健婦による

申請時の面接や患児連絡票を用いた医療機関との連携を試みてきた。今回患児・家族の悩

みごとや困りごとを中心に検討した結果、新規申請の患児・家族では医療や入院による家

族の問題に関するものが多く、医療情報の提供や家族への精神的な支援が必要であると考

えられた。継続申請の患児・家族では、医療面以外に学校に関する悩みを訴える人が多く、

教育機関との連携が必要であると考えられた。小児慢性特定疾患患児・家族の在宅支援を

推進していくためには、医療・家庭・学校等にかかわる機関の連携が不可欠であり、その

ためには、保健所が中心となって在宅支援システムを構築していくことが大切である。


